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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　充電電圧を有する少なくとも１つの入力充電デバイスと、
　入力端子および出力端子を含む少なくとも１つのブロッキング回路であって、該ブロッ
キング回路の入力端子は、該少なくとも１つの入力充電デバイスに接続される、少なくと
も１つのブロッキング回路と、
　該少なくとも１つのブロッキング回路の該出力端子に接続される少なくとも１つのエネ
ルギー貯蔵デバイスであって、該少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスは、充電され
た電圧および所定の安全電圧レベルを有する、少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイス
と、
　入力端子、基準端子および出力端子を含む１つの電圧監視回路であって、前記電圧監視
回路の入力端子は、該ブロッキング回路の入力端子に接続され、前記少なくとも１つの入
力充電デバイスの前記充電電圧が前記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスにおける
前記充電された電圧を超え、かつ、前記エネルギー貯蔵デバイスにおける前記充電された
電圧が前記所定の安全電圧レベルを超えることを判断する、１つの電圧監視回路と、
　前記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスに電気的に接続された第一の入力端子を
有する１つの電力消散回路であって、前記電圧監視回路が、前記少なくとも１つの入力充
電デバイスからの前記充電電圧が前記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスにおける
前記充電された電圧を超え、かつ、前記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスの前記
充電された電圧が前記所定の安全電圧レベルを超えたと判断した場合に、前記電圧監視回
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路の前記出力端子は信号を前記電力消散回路の第２の入力端子に適用し、ここで前記信号
の前記第２の入力端子への適用は前記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスからの電
力を消散するために前記電力消散回路を動作させる、１つの電力消散回路と
　を含む、装置。
【請求項２】
　前記ブロッキング回路の入力端子に並列に電気的に接続される複数の入力充電デバイス
をさらに含む、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記ブロッキング回路の入力端子に直列に電気的に接続される複数の入力充電デバイス
をさらに含む、請求項１に記載の装置。
【請求項４】
　前記少なくとも１つのブロッキング回路の前記出力端子に並列に電気的に接続される複
数のエネルギー貯蔵デバイスをさらに含む、請求項１に記載の装置。
【請求項５】
　前記少なくとも１つのブロッキング回路の前記出力端子に直列に電気的に接続される複
数のエネルギー貯蔵デバイスをさらに含む、請求項１に記載の装置。
【請求項６】
　前記少なくとも１つの入力充電デバイスに接続される電圧ブースト変換器をさらに含む
、請求項１に記載の装置。
【請求項７】
　前記少なくとも１つの入力充電デバイスは、ＤＣ電流供給源、ＡＣ電流供給源、整流さ
れたＡＣ電流供給源、ＤＣ電圧供給源、ＡＣ電圧供給源、整流されたＡＣ電圧供給源、圧
電供給源、熱電供給源、燃料電池供給源、無線周波変換器、太陽電池、風力タービン、誘
導供給源、水流電気エネルギー変換器、回転運動電気エネルギー変換器、温度差電気エネ
ルギー変換器の群から選択される任意のデバイスを含む、請求項１に記載の装置。
【請求項８】
　前記少なくとも１つのブロッキング回路は、ダイオード、ショットキーダイオード、微
小電子機械スイッチ、電界効果トランジスタの群から選択される任意のデバイスを含む、
請求項１に記載の装置。
【請求項９】
　前記電圧監視回路は、高インピーダンス増幅器と組み合わせて使用される単一の精密低
電流分路電圧基準、少なくとも１つの高インピーダンス増幅器と組み合わせて使用される
複数の精密低電流分路電圧基準、半導体監視デバイスの群から選択される任意のデバイス
を含む、請求項１に記載の装置。
【請求項１０】
　前記電力消散回路は、
　電力消散回路スイッチングデバイスと、
　該電力消散回路スイッチングデバイスに電気的に接続される分路電力消散回路と
　を含む、請求項１に記載の装置。
【請求項１１】
　前記電力消散回路スイッチングデバイスは、電界効果トランジスタ、バイポーラトラン
ジスタ、継電器、ＭＥＭＳ継電器、半導体回路の群から選択される任意のデバイスを含む
、請求項１０に記載の装置。
【請求項１２】
　前記分路電力消散回路は、分路電圧基準回路、抵抗型負荷回路の群から選択される任意
の回路を含む、請求項１０に記載の装置。
【請求項１３】
　前記電力消散回路および前記電圧監視回路は、単一の半導体チップ上に配置され、前記
少なくとも１つの入力充電デバイスによって単独で電力供給される、請求項１に記載の装
置。
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【請求項１４】
　前記電力消散回路、前記少なくとも１つのブロッキング回路および前記電圧監視回路は
、単一の半導体チップ上に配置され、前記少なくとも１つの入力充電デバイスによって単
独で電力供給される、請求項１に記載の装置。
【請求項１５】
　前記少なくとも１つの入力充電デバイス、前記少なくとも１つのブロッキング回路、前
記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスおよび前記電力消散回路は、フレキシブルな
基板上に配置される、請求項１に記載の装置。
【請求項１６】
　前記少なくとも１つの入力充電デバイス、前記少なくとも１つのブロッキング回路、前
記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスおよび前記電力消散回路は、フレキシブルな
基板上に配置される、請求項１に記載の装置。
【請求項１７】
　前記少なくとも１つの入力充電デバイスは、圧電変換器、無線周波変換器、太陽電池、
風力タービン、水流電気エネルギー変換器、回転運動電気エネルギー変換器、温度差電気
エネルギー変換器の群から選択される任意のデバイスを含む、請求項１に記載の装置。
【請求項１８】
　前記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスは、バッテリー、薄型フィルムバッテリ
ー、コンデンサ、薄型フィルムコンデンサ、はずみ車、微小はずみ車、微小電子機械シス
テム（ＭＥＭＳ）、水素コンテナをさらに含む水素発生器、およびオゾンコンテナをさら
に含むオゾン発生器の群から選択される任意のデバイスを含む、請求項１に記載の装置。
【請求項１９】
　エネルギー負荷をさらに含み、該エネルギー負荷は、前記電圧監視回路の前記入力端子
に電気的に接続される、請求項１に記載の装置。
【請求項２０】
　エネルギー負荷をさらに含み、該エネルギー負荷は、前記ブロッキング回路の前記出力
端子に電気的に接続される、請求項１に記載の装置。
【請求項２１】
　エネルギー負荷をさらに含み、該エネルギー負荷は、前記電力消散回路の出力端子に電
気的に接続される、請求項１に記載の装置。
【請求項２２】
　前記エネルギー負荷と前記ブロッキング回路の前記出力端子との間に介在させられる不
足電圧保護回路をさらに含み、前記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスの前記充電
された電圧が所定の不足電圧値よりも低いことを前記不足電圧保護回路が判断した場合に
該不足電圧保護回路が前記ブロッキング回路の前記出力端子から該エネルギー負荷を電気
的に分離するように適合される、請求項２０に記載の装置。
【請求項２３】
　第１のノードに電気的に接続される少なくとも１つの入力充電デバイスであって、該入
力充電デバイスは、エネルギー取り入れデバイスを含む、少なくとも１つの入力充電デバ
イスと、
　第１の端子と第２の端子と第３の端子とを含む受動的電力管理ユニットであって、該第
１の端子は、該第１のノードに電気的に接続され、該受動的電力管理ユニットは、
　　１つの電圧監視回路であって、該電圧監視回路は、第１の端子と第２の端子とを含み
、該電圧監視回路の該第１の端子は、該受動的電力管理ユニットの第１の端子に電気的に
接続される、１つの電圧監視回路と、
　　少なくとも１つのブロッキング回路であって、該少なくとも１つのブロッキング回路
は、第１の端子および第２の端子を含み、該少なくとも１つのブロッキング回路の該第１
の端子は、該受動的電力管理ユニットの該第１の端子に電気的に接続され、該少なくとも
１つのブロッキング回路の該第２の端子は、該受動的電力管理ユニットの第２の端子に電
気的に接続される、少なくとも１つのブロッキング回路と、
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　　入力端子と出力端子と信号端子とを含む１つの電力消散回路であって、該電力消散回
路の入力端子は、該受動的電力管理ユニットの該第２の端子に電気的に接続され、該電力
消散回路の出力端子は、該受動的電力管理ユニットの該第３の端子に電気的に接続され、
前記信号端子は前記電圧監視回路の前記第２の端子に電気的に接続される、１つの電力消
散回路と
　　を含む、受動的電力管理ユニットと、
　該受動的電力管理ユニットの該第２の端子に電気的に接続される少なくとも１つのエネ
ルギー貯蔵デバイスと
　を含む、周囲エネルギー電力供給システムであって、
　前記電圧監視回路は前記少なくとも１つの入力充電デバイスの充電電圧が前記少なくと
も１つのエネルギー貯蔵デバイスにおける充電された電圧を超え、かつ、前記エネルギー
貯蔵デバイスの前記充電された電圧が所定の安全電圧レベルを超えたことを判断し、
　前記電圧監視回路の前記第２の端子が信号を前記電力消散回路の前記信号端子に適用す
る場合であって、該信号が、前記電圧監視回路が前記少なくとも１つの入力電圧デバイス
からの前記充電電圧が前記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスの前記充電された電
圧を超え、かつ、前記エネルギー貯蔵デバイスの前記充電された電圧が前記所定の安全電
圧レベルを超えたと判断したことを示す場合に該１つの電力消散回路が該受動的電力管理
ユニットの該第２の端子を該受動的電力管理ユニットの該第３の端子に電気的に接続する
ように適合される、周囲エネルギー電力供給システム。
【請求項２４】
　前記電力消散回路は前記少なくとも１つの入力充電デバイスによって単独で電力供給さ
れる、請求項２３に記載の周囲エネルギー電力供給システム。
【請求項２５】
　前記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスは、バッテリー、コンデンサの群から選
択される任意のデバイスを含む、請求項２３に記載の周囲エネルギー電力供給システム。
【請求項２６】
　前記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスの前記充電された電圧レベルが前記少な
くとも１つの入力充電デバイスの充電電圧よりも高い場合に、前記ブロッキング回路は前
記少なくとも１つの入力充電デバイスを該少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスから
切り離す、請求項２３に記載の周囲エネルギー電力供給システム。
【請求項２７】
　分路電圧基準回路、抵抗型負荷回路、さらなるエネルギー貯蔵デバイスの群から選択さ
れる任意のデバイスに接続される、前記電力消散回路の前記出力端子をさらに含む、請求
項２３に記載の周囲エネルギー電力供給システム。
【請求項２８】
　第１のノードに電気的に接続される少なくとも１つの入力充電デバイスであって、該入
力充電デバイスは、エネルギー取り入れデバイスを含む、少なくとも１つの入力充電デバ
イスと、
　第１の端子、第２の端子および第３の端子を含む受動的電力管理ユニットであって、該
第１の端子は、該第１のノードに電気的に接続され、該受動的電力管理ユニットは、
　　１つの電圧監視回路であって、該１つの電圧監視回路は、第１の端子および第２の端
子を含み、該電圧監視回路の該第１の端子は、該受動的電力管理ユニットの該第１の端子
に電気的に接続される、１つの電圧監視回路と、
　　少なくとも１つのブロッキング回路であって、該少なくとも１つのブロッキング回路
は、第１の端子および第２の端子を含み、該少なくとも１つのブロッキング回路の該第１
の端子は、該受動的電力管理ユニットの該第１の端子に電気的に接続され、該少なくとも
１つのブロッキング回路の該第２の端子は、該受動的電力管理ユニットの該第２の端子に
電気的に接続される、少なくとも１つのブロッキング回路と、
　　入力端子、出力端子および信号端子を含む電力消散回路であって、該電力消散回路の
入力端子は、該受動的電力管理ユニットの該第２の端子に電気的に接続され、該電力消散
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回路の出力端子は、該受動的電力管理ユニットの該第３の端子に電気的に接続され、前記
信号端子は前記電圧監視回路の前記第２の端子に電気的に接続される、１つの電力消散回
路と、
　を含む、受動的電力管理ユニットと、
　該受動的電力管理ユニットの該第２の端子に電気的に接続される少なくとも１つのエネ
ルギー貯蔵デバイスであって、該エネルギー貯蔵デバイスは、薄型フィルムバッテリーを
含む、少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスと、
　該エネルギー貯蔵デバイスに接続される少なくとも１つのワイヤレスシステムであって
、該ワイヤレスシステムは、少なくとも１つのワイヤレスセンサーを含む、少なくとも１
つのワイヤレスシステムと
　を含む、自律的電力供給エネルギーシステムであって、
　前記電圧監視回路は前記少なくとも１つの入力充電デバイスの充電電圧が前記少なくと
も１つのエネルギー貯蔵デバイスにおける充電された電圧を超え、かつ、前記エネルギー
貯蔵デバイスの前記充電された電圧が所定の安全電圧レベルを超えたことを判断し、
　前記電圧監視回路の前記第２の端子が信号を前記電力消散回路の前記信号端子に適用す
る場合であって、該信号が、前記電圧監視回路が前記少なくとも１つの入力電圧デバイス
からの前記充電電圧が前記少なくとも１つのエネルギー貯蔵デバイスの前記充電された電
圧を超え、かつ、前記エネルギー貯蔵デバイスの前記充電された電圧が前記所定の安全電
圧レベルを超えたと判断したことを示す場合に該受動的電力管理ユニットの該第２の端子
を該受動的電力管理ユニットの第３の端子に該１つの電力消散回路が電気的に接続するよ
うに適合される、自律的電力供給エネルギーシステム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願）
　本出願は、２００８年１０月８日に出願された米国仮特許出願第６１／１０３，７４６
号明細書（名称「Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌｌｙ－Ｐｏｗｅｒｅｄ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ
　Ｓｅｎｓｏｒ　Ｍｏｄｕｌｅ」）と２００８年４月２日に出願された米国仮特許出願第
６１／０４１，８４１号明細書（名称「Ｐａｓｓｉｖｅ　Ｂａｔｔｅｒｙ　ｏｒ　Ｃａｐ
ａｃｉｔｏｒ　Ｏｖｅｒｖｏｌｔａｇｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　ａｎｄ　Ｐｒｏｔｅｃｔｉｏ
ｎ　Ｃｉｒｃｕｉｔ」）とに関連し、かつ、米国特許法第１１９条の下で利益を主張し、
それらの米国仮特許出願の両方の全体が参照により本明細書に援用される。
【０００２】
　（技術分野）本発明は、例えば、充電可能なエネルギーデバイスを安全に利用するため
の装置、方法およびシステムに関連する。
【背景技術】
【０００３】
　例えば、薄型フィルム固体電解質バッテリーまたは薄型フィルム固体電解質コンデンサ
のような一部のエネルギー貯蔵デバイスは、高充電電圧の継続的または瞬間的な流入にさ
らされる場合にダメージを受けやすくあり得る。
【０００４】
　過充電保護は、任意の期間の間に相対的に大きな電圧がバッテリーセルまたはコンデン
サへの入力に許容されるという状態に関連する。過充電から保護するために、デバイス保
護回路は、電流および電圧を監視し、過充電が感知された場合に、バッテリー充電を抑制
するために用いられ得る。
【０００５】
　不足電圧状態はまた、エネルギー貯蔵デバイスにダメージを与えるポテンシャルを有す
る。バッテリーにおいて、例えば、不足電圧状態の間に、バッテリーは、復旧のポイント
を超えて放電し得る。
【０００６】
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　従って、過充電状態および／または過放電状態からエネルギー貯蔵デバイスを保護する
ためのニーズが存在する。
【０００７】
　上述の機能性をインプリメントするために、現時点の利用可能な技術は一般に、過充電
回路網のために、充電されるデバイスからの電力消費を必要とし得る。即ち、現行する技
術は、充電されるバッテリーまたはコンデンサからの零入力電流を用いる回路を含み得る
。また、現時点の既知の技術は、存在している充電供給源の欠如か、または存在している
同様のエネルギーの欠如かにもかかわらず過充電状態が存在する場合に充電供給源を無効
にするためのスイッチングを含み得る。他の既知の過電圧制御回路は、充電されるエネル
ギー貯蔵デバイスへの入力の前に既知の電圧まで入力電力をクランプする電圧調整スキー
ムを用いる。これらは、充電可能なデバイスからか、またはシステムへの入力電力からか
のいずれかの有意な量の電力を用い得る。例えば、充電されるバッテリーまたはコンデン
サから取り込まれる漏れ電流の量をこれらのメカニズムが増加させるか、またはこれらの
メカニズムが使用しなければ充電可能なエネルギー貯蔵デバイスの中に許容され得る入力
エネルギーをこれらのメカニズムが使用するかするため、これらのメカニズムは理想的で
なくあり得る。
【０００８】
　さらに、例えば、余分な貯蔵デバイス要求を要求しない電子デバイスであって、該電子
デバイスは、例えば、過電圧または不足電圧のいずれかによって動作中または充電プロセ
ス中のダメージなしで、たとえ非常に微量のエネルギーを含んでいても効率的にエネルギ
ーを集めることが可能であり得る、電子デバイスに対する需要が存在する。
【０００９】
　さらに、例えば、エネルギー貯蔵デバイスからの有意な零入力電流を用いて動作しない
過電圧保護回路および／または不足電圧保護回路であって、該過電圧保護回路および／ま
たは不足電圧保護回路は、調整が必要でない場合に調整を用いて本質的に入力充電エネル
ギーに負荷もかけず、入力エネルギーを消費もせず、従って、充電可能なエネルギー貯蔵
デバイスと利用可能な入力充電エネルギーとの両方からのエネルギーをより少なく消費す
る、過電圧保護回路および／または不足電圧保護回路に対して認識されるニーズが存在す
る。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の様々な局面および実施形態は、下記のより詳細な説明および実施例に述べられ
る通り、背景技術のある一定の不足に対処し、関連する産業におけるニーズを明らかにす
る。従って、本発明は、例えば、関連技術の制限および不利益による１つ以上の欠点また
は問題を実質的に取り除くように導かれる。
【００１１】
　周囲エネルギーは、場合によってはあてにならない量であることを除いて、多くの形態
において存在し、使用できる多くの事例において存在し得、受動的過電圧制御保護回路お
よび／または受動的不足電圧制御保護回路と組み合わせられるエネルギー取り入れデバイ
スの助力を用いて、このエネルギーを有益な電気の形態へと変換するための機会を提供す
る。用途に依存すると、取り入れられたエネルギーは、例えば、能動的電圧制御を用いる
ことを必ずしも必要とせず、即座に用いられるか、またはエネルギー貯蔵デバイス（例え
ば、コンデンサまたは薄型フィルムバッテリー）に直接的に貯蔵されるかし得、定義され
た時間間隔においてか、またはある環境上の条件が存在する場合（例えば、固定されたデ
バイスか、または隔てて接続されたデバイスかによる要求が受け取られる場合）かに用い
られ得る。
【００１２】
　１つ以上の非従来的な供給源からのエネルギーを集め、かつ、エネルギー貯蔵デバイス
（例えば、コンデンサまたはバッテリー）を充電するための充電エネルギーを供給するた
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めに、フレキシブルな基板もしくはチップの近傍に接続されるか、またはフレキシブルな
基板もしくはチップ上へ組み込まれるかするエネルギー取り入れ器（ｅｎｅｒｇｙ　ｈａ
ｒｖｅｓｔｅｒ）（例えば、圧電メカニズムまたはエネルギー吸収アンテナのような）を
用いることは、本発明のある例示的実施形態の１つの目的である。
【００１３】
　本発明の一実施形態の別の目的は、例えば、充電デバイスからの最小の電力を用いる間
、および利用可能な充電エネルギーからの最小の電力を取得する間に、場合によってはダ
メージを与える過充電または不足電圧の状況にデバイスをさらすことなく、エネルギー貯
蔵デバイスを充電するために用いられ得るデバイスに関連する。このことは、例えば、充
電可能なデバイスへの利用可能な入力電力の最大限の使用を可能にする。
【００１４】
　一部のエネルギー貯蔵デバイス（例えば、薄型フィルム固体電解質バッテリーのような
）が継続的または瞬間的な高充電電圧の流入に敏感であるため、過充電および／または不
足電圧の回路網は、安全な手法でバッテリーを充電するのに特に有用であり得る。このこ
とは、例えば、エネルギー貯蔵デバイスが高信頼性を必要とする隔てた領域に位置する場
合の用途において特に重要であり得、上述されるエネルギー取り入れシステムはエネルギ
ー貯蔵デバイスを充電し得、過充電および／または過放電の回路網は、要求される充電電
圧または負荷についての過度の条件および／または不適当な条件によってエネルギー貯蔵
デバイスがダメージを与えられないということを補償し得る。
【００１５】
　本発明のある実施形態は、例えば、充電供給源エネルギーが存在する場合に、電圧レベ
ルを監視することによって、充電されるエネルギー貯蔵デバイスからの電力使用を制限し
得る。電力消散回路は、例えば、ａ）充電エネルギーが存在するというイベント、かつ、
ｂ）充電されるデバイスに対する所定の安全レベルよりも入力充電デバイスから与えられ
る（ｐｒｅｓｅｎｔ　ｆｒｏｍ）エネルギーのレベルが高いというイベントにおいてオン
にスイッチされ得る。例えば、充電可能なデバイスにおいて見受けられるような起こりう
る過充電電圧状態のイベントにおいて、かつ、充電エネルギーが存在する場合にのみ、調
整がこの回路を介して適用され得るため、例えば、いかなる電圧調整の必要もなく、非常
に小さなエネルギー供給源がこの回路に好ましくは安全に接続され得ることが本発明のさ
らなる利点であり得る。
【００１６】
　本発明における監視回路網および電力消散回路網は、例えば、充電エネルギーによって
単独で電力供給され得る。充電エネルギーが利用可能でない場合、非常に微小な量の漏れ
電流のみが、エネルギー貯蔵デバイスから取得され得る。さらに、非常に小さな量の充電
エネルギーのみが、過充電状態が存在するかどうかを決定するために用いられ得る。
【００１７】
　本発明においてまた、電力消散回路は、例えば、過電圧状態が存在する場合に、オンに
スイッチされ得る。そのような状態の存在は、例えば、ａ）充電エネルギーが存在する場
合、かつ、ｂ）充電されるデバイスに対する所定の安全レベルよりも入力充電デバイスか
ら与えられる（ｐｒｅｓｅｎｔ　ｆｒｏｍ）エネルギーの電圧レベルが高い場合に決定さ
れる。過電圧状態が取り除かれた場合に、保護回路は静止状態に戻り得る。例えば、好ま
しくはこの回路網内で過電圧が監視され得るため、最大電圧調整は、充電エネルギー供給
源を介して提供される必要がない。この電力は、例えば、電力消散回路網によって消散さ
れ得る。
【００１８】
　微量のエネルギー収集は、ゆっくりと徐々に過充電状態にまで高まり得る。一部の周囲
環境において、一定の調整の電力消費なしで、全ての利用可能なエネルギーを用いること
はクリティカルであり得る。本発明のある実施形態は、例えば、充電可能なエネルギー貯
蔵デバイスにおいて過充電状態が存在し得ず、かつ、充電エネルギーが存在する場合にの
み、それらの実施形態において電圧調整が発生しないことがあるという点において従来技
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術と異なり得る。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
　本発明のある実施形態の一部の特徴および利点は、ある好ましい実施形態の図面につい
て述べられ、図面は、実施例を示すことを意図しており、本発明の全体の範囲を限定する
ことは意図していない。
【００２０】
　本発明の様々な実施形態についてのさらなる理解を提供するために含まれる添付の図面
は、この明細書の一部に組み込まれ、この明細書の一部を構成し、解説とともに本発明の
ある原理を説明する役割を果たす本発明の例示的実施形態を示す。
【図１】図面において、図１は、受動的バッテリーまたは受動的コンデンサの過電圧の制
御および保護の回路の一例示的実施形態のブロック図である。
【図１Ａ】図面において、図１Ａ（Ｆｉｇｕｒｅ　１ａ）は、ブロッキング回路の一例示
的実施形態の概略図である。
【図２】図面において、図２は、電圧監視回路の一例示的実施形態の概略図である。
【図３】図面において、図３は、別の電圧監視回路の一例示的実施形態の概略図である。
【図４】図面において、図４は、別の電圧監視回路の一例示的実施形態の概略図である。
【図５】図面において、図５は、分路調整器電力消散オプション（ｓｈｕｎｔ　ｒｅｇｕ
ｌａｔｏｒ　ｐｏｗｅｒ　ｄｉｓｓｉｐａｔｉｏｎ　ｏｐｔｉｏｎ）の一例示的実施形態
の概略図である。
【図６】図面において、図６は、別の分路調整器電力消散オプションの一例示的実施形態
の概略図である。
【図７】図面において、図７は、複数の並列充電供給源を用いる一例示的実施形態のブロ
ック図である。
【図８】図面において、図８は、複数の直列充電供給源を用いる一例示的実施形態のブロ
ック図である。
【図９】図面において、図９は、複数の並列のバッテリー、バッテリーセルまたはコンデ
ンサを充電する一例示的実施形態のブロック図である。
【図１０】図面において、図１０は、複数の直列のバッテリー、バッテリーセルまたはコ
ンデンサを充電する一例示的実施形態のブロック図である。
【図１１】図面において、図１１は、不足電圧保護回路の一例示的実施形態の回路図を示
す。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　本発明のこれらの局面および他の局面は、添付の図面に示される例示的実施形態に関し
て、これからさらに詳細に述べられる。
【００２２】
　本発明が、本明細書内に述べられる特定の方法体系、複合物、材料、製造技術、使用お
よび用途に限定されないことは理解されたい。これらは変化し得るためである。本明細書
内で用いられる専門用語が特定の実施形態のみを述べる目的のために用いられており、本
発明の範囲を限定することが意図されていないことは理解されたい。本明細書内および添
付の特許請求の範囲の中で用いられるような、単数形の形式である「１つ（ａ）」、「１
つ（ａｎ）」および「その（ｔｈｅ）」が、本文が反対のことを明確に要求しない限り、
複数の参照を含むことは留意されたい。従って、例えば、「一要素（ａｎ　ｅｌｅｍｅｎ
ｔ）」への参照は、１つ以上の要素への参照であり、当業者に知られるそれらの均等物を
含む。同様に、別の実施例について、「１つのステップ（ａ　ｓｔｅｐ）」または「１つ
の手段（ａ　ｍｅａｎｓ）」は、１つ以上のステップまたは１つ以上の手段への参照であ
り、サブステップおよび従属する手段を含み得る。全ての関連は、できる限り最も包括的
な意味において理解されるために用いられる。従って、「または（ｏｒ）」という単語は
、本文が反対のことを明確に必要としない限り、その論理学上の「排他的論理和（ｅｘｃ
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ｌｕｓｉｖｅ　ｏｒ）」よりはむしろ、論理学上の「論理和（ｏｒ）」の定義を有するこ
ととして理解されたい。本明細書内に述べられる構造は、そのような構造の機能的な均等
物に関することもまた理解されたい。近似を表現するように解釈され得る言葉は、本文が
反対のことを明確に要求しない限り、そのように理解されたい。
【００２３】
　反対のことが定義されない限り、本明細書内に用いられる全ての技術用語および科学用
語は、本発明の属する技術における当業者によって一般に理解されるのと同じ意味を有す
る。任意の方法、技術、デバイス、またはこれらに類似するか、これらと均等であるかす
る本明細書内に述べられる材料が、本発明の実施または試験において用いられ得るが、好
ましい方法、技術、デバイス、および材料は述べられる。本明細書内に述べられる構造は
また、そのような構造の機能的な均等物にも言及することは理解されたい。
【００２４】
　識別される全ての特許および他の公報は、論述および開示の目的のために参照により本
明細書内に援用される。例えば、方法体系は、本発明に関連して用いられ得るそのような
公報において述べられる。これらの公報は、本出願の出願日より前にそれらの開示のため
に単独で提供される。この点において、先行発明の特長によってか、または任意の他の理
由のために、そのような開示の日時を前にする権利を発明者が与えられないという承認と
して何も解釈されるべきではない。
【００２５】
　図１は、受動的バッテリーまたは受動的コンデンサの過電圧の制御および保護の回路の
一例示的実施形態のブロック図である。この実施形態において、入力充電デバイス１０５
は、インピーダンス整合コンデンサ１０４に結合され得る。パルスエネルギーが、振動、
屈曲（ｆｌｅｘｉｎｇ）または衝撃のイベントを介して得られ、かつ、コンデンサ１０４
を渡って電圧を生成するように、入力充電デバイス１０５は、例えば、整流器およびフィ
ルタに結合される圧電供給源であり得る。これらの実施形態のある一定のインピーダンス
整合コンデンサ（単数または複数）１０４は、特定用途向けであり、充電供給源に対して
選択され得る。電圧監視回路１００およびブロッキング回路１０１は、同じ入力ノード１
０７に接続され得る。充電されるバッテリーもしくはコンデンサまたは他のエネルギー貯
蔵デバイス１０６は、ブロッキング回路１０１の出力ノード１０８に接続され得る。また
、分路電力消散回路１０２の入力がエネルギー貯蔵デバイス１０６に接続され得る一方で
、出力分路電力消散回路１０２は、ノード１０９に接続され得る。図１に示される例示的
な実施形態において、ノード１０９は、接地に接続されるが、他の実施形態において、ノ
ード１０９は、他の部品（例えば、エネルギー貯蔵デバイス）に接続され得る。分路電力
消散回路１０２はまた、電圧監視回路１００の出力ノードに接続され得る。この構成にお
いて、電圧監視回路１００からの信号は、例えば、分路電力消散回路１０２を動作させ得
る。
【００２６】
　いくつかの実施形態において、入力充電デバイス１０５は、無線周波エネルギー変換器
か、またはソーラーパワー、風力、振動、歩行者の運動（例えば、ウォーキングもしくは
ジョギング）、水流、温度差、磁界または回転運動を利用可能なエネルギー（例えば電気
）へと変換し得るデバイスかに基づくエネルギー取り入れメカニズム（ｅｎｅｒｇｙ　ｈ
ａｒｖｅｓｔｉｎｇ　ｍｅｃｈａｎｉｓｍ）であり得る。さらに、入力充電デバイス１０
５はまた、電圧ブースト変換器（ｖｏｌｔａｇｅ　ｂｏｏｓｔ　ｃｏｎｖｅｒｔｅｒ）を
含み得る。
【００２７】
　バッテリーまたはコンデンサに加えて、エネルギー貯蔵デバイス１０６はまた、例えば
、はずみ車、微小はずみ車、微小電子機械システム（ＭＥＭＳ）または機械ばねのような
機械エネルギー貯蔵デバイスであり得る。エネルギー貯蔵コンポーネントはまた、熱エネ
ルギー貯蔵デバイス（例えば、熱容量コンテナ）であり得るか、またはエネルギー貯蔵コ
ンポーネントは、例えば、水素コンテナを有する水素発生器、もしくはオゾンコンテナを
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有するオゾン発生器のような化学エネルギー貯蔵デバイスかであり得る。これらのデバイ
スの各々は、システムの例示的要素に基づいてエネルギーを貯蔵するために用いられ得る
。
【００２８】
　図１Ａ（Ｆｉｇｕｒｅ　１ａ）は、ブロッキング回路の一例示的実施形態の概略図であ
る。この実施形態において、ショットキーダイオード１１０は、充電されるデバイス１０
６から電圧監視回路１００への電流の流れを防ぐためのブロッキング回路として用いられ
得る。同じ機能性を達成するために、他のメカニズムもまた、ブロッキング回路（例えば
、能動的な半導体デバイス（例えば、ＭＯＳＦＥＴのスイッチおよび制御回路か、継電器
かまたは微小電子機械スイッチのような）のような）として用いられ得る。ショットキー
ダイオードは、設計において単純、かつ、その非常に低い順電圧降下のため好ましいコン
ポーネントであり、増大された充電効率を好ましくもたらし得る。
【００２９】
　図１に戻ると、エネルギー貯蔵デバイス１０６が不足電圧状態にあり、かつ、充電が必
要である場合、インピーダンス整合コンデンサ１０４において見出されるエネルギーが、
エネルギー貯蔵デバイス１０６の中に電流を流れさせる。多くの場合において、このエネ
ルギーは、特に低エネルギー入力充電デバイスを用いて、電力消散回路１０２に通電しな
いことがある。なぜなら、エネルギー貯蔵デバイスの電流引き込みにより、入力ノード１
０７において見出される電圧は、バッテリーまたはコンデンサ１０６上の電圧をほんのわ
ずかに超え得るためである。エネルギー貯蔵デバイス１０６が十分に充電されるとき、そ
の電圧は、ノード１０８において見出される通り、上昇し、所定のレベルに達し得る。こ
の所定のレベルは、エネルギー貯蔵デバイスの十分に充電された安全なレベルに関連づけ
られ得る。十分に充電された薄型フィルムバッテリーの所定のレベルは、例えば、４．１
０Ｖであり得る。エネルギー貯蔵デバイス１０６が、所定の値の充電された電圧レベルか
、または所定の値を超える充電された電圧レベルに達した場合に、入力充電デバイスによ
って引き出された後続の充電パルスは、ノード１０７における電圧を、所定の充電レベル
よりも高いレベルにまで上昇させ得、電力消散回路１０２は、例えば、ノード１０９を介
して充電パルスを外へ出し（ｔｕｒｎ　ｏｎ）、充電パルスを消散し得る。
【００３０】
　一部の実施形態において、低電流は、例えば、電圧モードにおいて動作するように不十
分な光を有する太陽電池か、または非常に少ない量の周囲の電磁エネルギーを電波から集
めるアンテナなどを用いて、入力充電デバイス１０５によって生成される。そのような条
件において、低電流入力充電デバイス１０５によって生成される電流は、たとえ比較的長
い期間にわたっていても、コンデンサ１０４上で電圧をさらに高め得る。コンデンサ１０
４上の電圧がエネルギー貯蔵デバイス１０６上の電圧よりもわずかに高いレベルまで高ま
る（ブロッキング回路１０１の両端で電圧降下の原因となる）とき、電流は、エネルギー
貯蔵デバイス１０６の中に流れ得る。これらの実施形態において、エネルギー貯蔵デバイ
ス１０６上で電圧が所定のレベルまで高まる場合にのみ―エネルギー貯蔵デバイス１０６
が十分に充電されたことを示し―電圧監視回路１００が通電し得る。結果として、エネル
ギー貯蔵デバイス１０６が十分に充電されるまで、電力は、電圧監視回路１００へと失わ
れ得ない。このことは、限定されないが、電圧モードまたは電流モードのいずれかにおけ
るＤＣ供給源と、電圧モードまたは電流モードのいずれかにおける整流されたＡＣ供給源
と、圧電供給源と、ペルチェ供給源（ｐｅｌｔｉｅｒ　ｓｏｕｒｃｅ）と、燃料電池供給
源と、電圧モードまたは電流モードのいずれかにおける太陽光線を利用した供給源（ｓｏ
ｌａｒ　ｓｏｕｒｃｅ）と、ＲＦ供給源と、誘導供給源（ｉｎｄｕｃｔｉｖｅ　ｓｏｕｒ
ｃｅ）と、磁気供給源（ｍａｇｎｅｔｉｃ　ｓｏｕｒｃｅ）と、電気変換供給源（ｅｌｅ
ｃｔｒｉｃ　ｃｏｎｖｅｒｓｉｏｎ　ｓｏｕｒｃｅ）への（能動的な）放射性同位体とを
含む他の充電供給源１０５に対して真であり得る。
【００３１】
　一部の実施形態において、エネルギー負荷（ｅｎｅｒｇｙ　ｌｏａｄ）（示されていな
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い）は、ノード１０８に接続され、エネルギー貯蔵デバイス１０６から直接的に電力供給
され得る。他の実施形態において、エネルギー負荷は、ノード１０７に接続され、入力充
電デバイス１０５から直接的に電力供給され得る。さらに他の実施形態において、エネル
ギー負荷は、電力消散回路１０２の出力に接続され得る。エネルギー負荷が１つ以上のこ
れらの負荷に接続されるかどうかは、入力充電デバイス１０５によって供給されるエネル
ギーの期待されるパラメータ、およびエネルギー負荷の感度に依存し得る。
【００３２】
　これらの実施形態および他の実施形態において、１つ以上の多くの種類のセンサーが保
護回路に接続されるエネルギー貯蔵デバイスによって電力供給され得、それによって、エ
ネルギー負荷として役割を果たし、１つ以上のパラメータを感知するシステムを生成する
。一部の実施形態はまた、通信回路網および１つ以上のアンテナを含み得、通信回路網お
よび１つ以上のアンテナは、システムが通信することを可能にし得る。そのような実施形
態において、（周囲のエネルギーを集める）エネルギー取り入れデバイスと組み合わされ
る場合に、システムは、自律的な電力供給されるワイヤレス通信システムとして役割を果
たし得る。これらのシステムは、例えば、複数の送信デバイスおよび／または受信デバイ
ス（または、両方の能力を有するデバイス）を含み得る。これらのシステムは、例えば、
複数の周波数に同調され、かつ、送信された情報を収集し、かつ／または、機能（例えば
、受信されたある情報に基づいて信号を送信することのような）を実行するワイヤレス信
号リスニングデバイス（ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ｓｉｇｎａｌ　ｌｉｓｔｅｎｉｎｇ　ｄｅｖ
ｉｃｅ）として用いられ得る。これらのシステムは、他の種類のセンサーを有する場合、
ワイヤレスセンサーとして機能し、センサーによって測定されるデータを通信し得る。そ
のシステムはまた、例えば、ワイヤレスコマンド信号を受信すると、機能を実行する自律
的な電気回路に対するワイヤレス受信器コンポーネントとして用いられ得る。
【００３３】
　いくつかの実施形態において、受動的電力管理ユニットの一部または全ての要素、入力
充電デバイスおよびエネルギー貯蔵デバイスは全て、例えば、フレキシブル回路ボードま
たは半導体チップのような単一の基板上で形成される。
【００３４】
　いくつかの実施形態において、エネルギー貯蔵デバイスは、充電可能なデバイス（例え
ば、薄型フィルムバッテリーまたは薄型フィルムコンデンサのような）であり、このこと
は、本発明がほぼ無期限に実行する能力があり得るという機会を与える。本発明は、例え
ば、無線周波、風力、ソーラーパワー、振動、人間の運動、水流、温度差および回転運動
を介して生成されるエネルギーがエネルギー取り入れメカニズムにおいて取り入れられる
ことを可能にし、その取り入れられたエネルギーに対して充電可能なエネルギー貯蔵デバ
イスがそのように充電され得ることを保証することを可能にし得る。
【００３５】
　図２は、電圧監視回路の一例示的実施形態の概略図である。監視回路２００は、例えば
、分離を提供するための高インピーダンス増幅器２０４を有する一連の精密低電流分路電
圧基準２０２であり得、入力充電エネルギー供給源によって単独で電力供給され、十分な
エネルギーが入力充電デバイスから利用可能であるまで基準電流を分離し得る。デバイス
２０４は、高インピーダンスの低い零入力電流演算増幅器（ａ　ｈｉｇｈ　ｉｍｐｅｄａ
ｎｃｅ，　ｌｏｗ　ｑｕｉｅｓｃｅｎｔ　ｃｕｒｒｅｎｔ　ｏｐｅｒａｔｉｏｎａｌ　ａ
ｍｐｌｉｆｉｅｒ）であって、その高インピーダンスの低い零入力電流演算増幅器の非反
転入力と同じラインを介して電力供給される高インピーダンスの低い零入力電流演算増幅
器であり得る。電力が入力ライン２１０を介して利用可能でない場合、または充電電力が
利用可能である場合、この例示的なデバイスは、電力を用い得ない。この例示的な実施形
態におけるこの方法での演算増幅器の使用は、所望の低電力動作を達成するように助長し
得る。なぜなら、入力充電デバイスからの充電エネルギーが存在しない場合、電圧監視回
路による零入力電流の使用が存在し得ないためである。デバイス２０４が動作している場
合に動作するデバイス２０８は、比較器として機能する別の演算増幅器であり得る。デバ
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イス２０８は、デバイス２０８の非反転入力と同じラインによって電力供給され得る。複
数のダイオード２０２は、例えば、「汎用の（ｏｆｆ　ｔｈｅ　ｓｈｅｌｆ）」１．２５
Ｖ分路基準であり得る。オプションとして、分圧器の抵抗器２０６および２０７は、デバ
イス２０８の非反転入力における電圧が好ましくは最大電圧に対する所定の制限内にある
ことを保証するために用いられ得る。
【００３６】
　図３は、別の電圧監視回路の一例示的実施形態の概略図である。図２において示された
のと同じ機能性を達成するために、電圧監視回路３００が、分離を提供するために、例え
ば、ただ１つの精密低電流分路電圧基準３０２、分圧器の抵抗器３０６および３０７、な
らびに高インピーダンス増幅器３０４を含み得、入力充電エネルギー供給源によって単独
で電力供給され、エネルギー貯蔵デバイス（示されてない）が充電されるまで、かつ／ま
たは、十分なエネルギーが入力充電デバイス（示されていない）から利用可能であるまで
基準電流を分離し得ることをこの図は示す。
【００３７】
　図４は、別の電圧監視回路の一例示的実施形態の概略図である。それは、電圧監視のた
めの特定の単一チップソリューションを示す。チップは、半導体４０２であり、入力充電
エネルギー供給源によって単独で電力供給され、十分なエネルギーが入力充電デバイスか
ら利用可能であるまで基準電流を分離し得る。そのような半導体チップの一実施例は、Ｓ
ｅｉｋｏ　Ｓ－１０００電圧検出器であり得、Ｓｅｉｋｏ　Ｓ－１０００は、極度に低い
零入力電流値、および固定された検出電圧値を有する。
【００３８】
　図５は、分路電力消散回路５００の一例示的実施形態の概略図である。この実施形態に
おいて、回路５００は、電力消散回路スイッチ５１６を含み、電力消散回路スイッチ５１
６は、順方向バイアス抵抗器５０６を用いて、１対の電界効果トランジスタ（ＦＥＴ）５
０２および５０４から作られ得る。直列に結合されるように示されているデュアルＦＥＴ
スイッチ５０２および５０４の使用は、漏れ電流を極度に小さくし得るが、１つのＦＥＴ
が、さらに損失を低減するために代わりに用いられ得る。回路５００はまた、分路電圧基
準回路５０８を含む。分路電圧基準回路５０８は、２つの抵抗器５１２および５１４を介
して、調整可能なツェナーダイオード分路負荷５１１を含み得る。回路５００は、見受け
られる通り、電圧監視回路（示されていない）を介して、入力充電エネルギー供給源（示
されていない）によって単独で電力供給され、入力ノード５１０に接続され、それによっ
て、十分なエネルギーが入力充電デバイスから利用可能であり、かつ、過電圧状態が存在
するまで電力消散回路５００を分離し得る。充電エネルギー供給源によって供給される超
過エネルギーが存在する場合、電圧監視は、電力消散回路スイッチ５１６を動作させ、エ
ネルギー貯蔵デバイス（Ｖｂａｔに接続される）からの超過エネルギーを分路電圧基準回
路へ排出し得る。
【００３９】
　図６は、別の分路調整器電力消散回路６００の一例示的実施形態の概略図である。回路
６００において、電力消散回路スイッチデバイス６１２は、図５において示されるものと
同様に、デュアルＦＥＴスイッチ６０２および６０４、ならびに順方向バイアス抵抗器５
０６を含み得る。しかし、図５とは異なって、回路６００は、単純な抵抗型負荷６０８の
みを含み得る。回路６００は、見受けられる通り、電圧監視回路（示されていない）を介
して、入力充電エネルギー供給源（示されていない）によって単独で電力供給され、入力
ノード６１０に接続され、それによって、十分なエネルギーが入力充電デバイスから利用
可能であり、かつ、過電圧状態が存在するまで電力消散回路６００を分離し得る。ある複
数の実施形態において、入力６１０に接続され得る電圧監視回路は、必要とされる通り、
その基準電圧を維持し、電力消散回路６００を「オン（ｏｎ）」および「オフ（ｏｆｆ）
」にスイッチし得る。充電パルスが、引き出され、かつ、所定の充電レベルを越えてその
電圧を上昇させるかどうかの決定を介して、基準電圧は維持され得る。
【００４０】
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　図５および６は、電力消散回路スイッチデバイス、およびディスクリートのデバイスを
含む電力消散回路に対するある例示的オプションを示す。電力消散回路スイッチングデバ
イスの他の実施例は、１つ以上のバイポーラトランジスタ、電界効果トランジスタ、継電
器、微小電子機械スイッチ（ＭＥＭＳ）継電器または半導体回路を用いる回路を含み得る
。
【００４１】
　他の分路電力消散回路の実施例は、例えば、半導体回路の使用を含み得る。全てのこれ
らの実施例は、例えば、入力充電エネルギー供給源によって単独で電力供給され、入力充
電デバイスから超過エネルギーが入り込み、かつ、エネルギー貯蔵デバイスに対する過電
圧状態が存在するまで電力消散回路を分離し得る。
【００４２】
　別個のエンティティとして上記に示された回路はまた、組み合わせられた半導体回路を
用いることによって、単一チップソリューションへと組み合わせられ得る。例えば、電圧
監視回路および電力消散回路は、半導体回路へと組合せられ得る。別の実施例の通り、電
圧監視回路、ブロッキング回路および電力消散回路はまた、半導体回路へと組合せられ得
る。そのような構成は、例えば、３つだけの外部接続（入力充電デバイスへの入力接続と
、エネルギー貯蔵デバイスに接続するための出力と、接地か、またはデバイスであって、
超過エネルギーを用いるか、もしくは集めるかし得るデバイスかに接続するためのドレイ
ン）を有し得る。組み合わせられた単一の半導体回路はまた、前に示された任意の例示的
実施形態において示されていない回路を含み得る。例えば、電圧監視回路、ブロッキング
回路または電力消散回路に加えて、半導体回路はまた、ＤＣに入力されるＡＣ充電の変換
のための整流回路と、電圧ブースト変換器と、上位電圧調整要求（ｕｐｐｅｒ　ｖｏｌｔ
ａｇｅ　ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎ　ｒｅｑｕｉｒｅｍｅｎｔ）を全く有さない電圧ブースト
変換器との組合せを含み得る。そのような全ての組み合わされた半導体回路は、入力充電
エネルギー供給源によって単独で電力供給され、十分なエネルギーが入力充電デバイスか
ら利用可能であり、かつ、過電圧状態が存在するまで、電力消散回路を分離し得る。
【００４３】
　本発明は、図１（１０５および１０６）に示されるような１つの入力の充電デバイスと
充電される１つのバッテリーまたはコンデンサとに適用されるだけでなく、直列または並
列における複数の入力充電デバイスと直列または並列において充電される並列および複数
のバッテリーまたはコンデンサとにも適用され得る。
【００４４】
　図７は、複数の並列入力充電デバイスを用いる一例示的実施形態のブロック図を示す。
図７において、複数の入力充電デバイス７０２は、ブロッキング回路と電圧監視回路との
両方に対する単一の入力供給源として役割を果たすために並列に結合される。全ての入力
充電デバイスは、同じインピーダンス整合コンデンサ７０４にさらに結合され得る。複数
の入力充電デバイス７０２が、ある用途において、様々な方法を通じてエネルギーを得る
ために有益であり得るように、必ずしも同じ種類のデバイスである必要はないことに留意
されたい。
【００４５】
　図８は、複数の直列入力充電デバイスの使用を図示する一例示的実施形態のブロック図
を示す。図８において、複数の入力充電デバイス８０２は、ブロッキング回路と電圧監視
回路との両方に対する単一の入力供給源として役割を果たすように直列に接続され得る。
各入力充電デバイスは、例えば、対応するインピーダンス整合コンデンサ８０４に結合さ
れ得る。前に言及された通り、複数の入力充電デバイス８０２は、ある用途において、様
々な方法を通じてエネルギーを得るために有益であり得るように、必ずしも同じ種類のデ
バイスである必要はない。
【００４６】
　図９は、複数の並列のバッテリー、バッテリーセルまたはコンデンサを充電する一例示
的実施形態のブロック図を示す。図９において、充電される複数のバッテリーまたは複数
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のコンデンサ９０２は、単一のブロッキング回路９０４の出力に並列に接続され得る。
【００４７】
　図１０は、複数の直列のバッテリー、バッテリーセルまたはコンデンサを充電する一例
示的実施形態のブロック図を示す。図１０において、充電される複数のバッテリーまたは
複数のコンデンサ１００２は、複数のブロッキング回路１００４の出力に直列に接続され
得る。充電される各個々のバッテリーまたはコンデンサは、例えば、それと対応するブロ
ッキング回路に結合され得る。電圧は、対応するブロッキング回路を介して個々に充電さ
れる各バッテリーまたは各コンデンサに対して制御され、その対応するブロッキング回路
はまた、対応する電力消散回路を有し得る。
【００４８】
　複数の直列のバッテリーまたはコンデンサを充電する場合、例えば、スタックの最上位
における電圧を監視することと、スタックの最上位から調整することとのみがまた可能で
ある。この場合において、直列に接続される全てのバッテリーまたはコンデンサに対する
１つのブロッキング回路および１つの電力消散回路のみが好ましくは必要とされ得る。
【００４９】
　図１１は、オプションの不足電圧保護回路１１００の回路図を示す。接続される場合、
入力端子は、ノード１０８に接続される一方で、出力端子は、電子ユーザ回路（ｅｌｅｃ
ｔｒｏｎｉｃ　ｕｓｅｒ　ｃｉｒｃｕｉｔ）（示されていない）に接続される。不足電圧
保護回路は、ノード１０８における電圧を監視することによって動作し、その電圧が最小
の所定の不足電圧レベル未満に降下する場合、電子ユーザ回路は、スイッチング回路（示
されていない）によってエネルギー貯蔵デバイスから切断される。いったんエネルギー貯
蔵デバイスの電圧が所定の不足電圧レベルを超える値に達すると、回路１１００は、エネ
ルギー貯蔵デバイスを電子ユーザ回路に再接続するように動作する。所定の低電圧レベル
は一般に、用いられるエネルギー貯蔵デバイスの種類に特有である。例えば、薄型フィル
ムバッテリーは、２．０Ｖを超える節約動作範囲を有し得、従って、所定の電圧レベルは
２．５Ｖにセットされ得る。
【００５０】
　上述される複数の実施形態および複数の実施例は、例示的であるのみである。本開示お
よび本発明の範囲内にあることが意図される、本明細書内に特に述べられる実施形態から
のバリエーションを当業者は認識し得る。そのように、本発明は、続く特許請求の範囲に
よってのみ限定される。従って、それらが添付の特許請求の範囲およびそれらの均等物の
範囲内にあるという条件で、本発明が本発明の変更に及ぶことが意図されている。
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